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要約 
 本論文では，再生可能エネルギーが大量導入された際に懸念される配電系統

内の電圧上昇問題，さらに送電系統における N-1基準制約に基づく運用につい
て，確率論的アプローチに基づいて運用手法の高度化を検討する。 
 前者については高圧系統で用いられている既存の区分開閉器を，電圧・電流・

力率が測定可能なセンサ付区分開閉器（SSS: Section Switchgear with Sensor）
に更新することが進められていることに注目し，LRT 等のタップ切替判断に活
用できるよう，その計測情報を活用した PCS無効電力制御状態の推定手法を提
案した。一般に，SSSの数と比べて推定対象である PCSの数は極めて多く，全
ての PCSの制御状態を一意に推定することは難しい。しかし LRT のタップ切
替の制御判断を考える際には，タップ制御により PCSの無効電力制御量を低減
できるかどうかの判断が重要であり，必ずしも精緻な推定は必要とはならない。

そこで本論文では LRT のタップ切替位置を適切に調整するために，PCSの無効
電力制御量の“確率分布”の推定手法を検討した。具体的には，高圧系統の電圧変
動や低圧系統の負荷変動に対する PCSの無効電力制御動作を定式化し，これを
潮流計算に組み込んで擬似逆行列で求解する手続きを繰り返すことで，モンテ

カルロ法による確率分布の導出を行った。本論文において計算精度を SSSの計
測値と比較することで評価したが，数値計算を通じて擬似逆行列の導入するこ

とで推定精度の向上を確認した。また，PCSの制御が LRT 等のタップ制御より
も先に動作すると想定することで，PV有効電力出力抑制のリスクの存在を評価
することができ，併せて推定結果に基づくタップ制御を提案することで，統計

的な観点から，出力抑制低減などを目的とした協調制御の実現に寄与すること

を示した。

一方で後者については，再生可能エネルギーの「出力の不確実性」と「系統事

故の発生」双方を考慮した需給制御手法を検討した。具体的には，まず，これ

まで提案されてきた確率的経済負荷配分手法に対してより大規模な系統モデル

においての有効性の検討を行い，次に市場メカニズムによる需給制御モデルの

構築を行った。 
両手法において数値計算を実施することで，燃料費の増加や社会余剰の減少量

の最小化を実現しつつ，風力発電出力変動による N-1 基準制約違反リスクの制
御を実現しその有効性を示した。
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序章 
 持続可能なエネルギー社会を目指して我が国においても 2012年 7月より再生
可能エネルギー（RE）の固定価格買取制度が始まり[1]その導入が年々拡大して

いる。2030年度の電源構成においても総発電電力量の 22～24%を再生可能エネ
ルギーによって賄い，そのうち約 40%を風力発電および太陽光発電で発電する
ことが期待されている[2]。電力は性質上貯蔵することが難しいため常に発電した

電力は一瞬で消費しなければならない。しかし，風力発電や太陽光発電等の自然

エネルギーはその出力は気象条件に左右されるため，変動しやすく間欠性のあ

る電源であるため電力系統の運用に影響を及ぼすことが懸念されており，その

大量導入によって電力系統の信頼度基準である N-1基準を満たされない運用が

なされたことも報告されている［3］。このような状況下において系統事故が起き

た場合，電力系統に深刻な影響を及ぼすことは想像に難くない。ゆえに，変動

しやすく間欠性という再生可能エネルギーの特徴と系統事故の双方に対応した

運用手法が必要である。このような状況に対しこれまで先行する確率的経済負

荷配分手法［4］が提案され，系統運用手法の高度化が検討されていた。上記の状

況に加えて電力システム改革の一環として卸電力市場活性化が期待されており
[5]，1時間前市場や，リアルタイム市場の新設が検討されている[6]。現状市場を

介し流通する電力量はわずかではあるが，電力自由化の進展により需給制御に

おいて重要な役割を果たすと考えられる。故に将来的に卸電力市場による取引

が需給制御に大きな役割を果たすと考えた場合，先述したような再生可能エネ

ルギーによるリスクについて検討が必要である。そこで本論文では先行する研

究で提案されてきた確率的経済負荷配分手法の考えを取り入れた市場モデルの

構築および有効性を検討する。 

 上記に述べた需給制御は対象とする電力系統の全体需要と供給の関係につい

てであるが，ローカルな電力系統においても再生可能エネルギーの影響につい

て検討する必要がある。太陽光発電を中心とした分散型電源の多くはローカル

な電力系統に当たる配電系統に導入されるため，その出力が逆潮流することに

より電圧を適正に維持することが困難になることが懸念されている[7][8]。配電系

統には負荷時タップ切替変圧器（LRT）や自動電圧調整器（SVR）などの電圧
制御機器が存在しており，これらの制御機器を対象とした研究が多くなされて

いる[9]~[13]。一方で，太陽光発電は系統連系インバータであるパワーコンディシ

ョナ（PCS）を通じて配電系統に連系している。PCSは通常 MPPT 制御によっ
て力率１で連系しているものの力率を調整し無効電力を系統側に供給もしくは

消費することで電圧制御機能を有しておりに系統の電圧管理に貢献することが

可能となる[14]~[15]。PCSを通じた電圧制御の利点として，太陽光発電を中心とし
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た分散型電源の普及とともに PCSが導入されていくため，系統運用者側にとっ
て新たな設備投資をせずに済むことである。この PCSによる電圧‐無効電力制
御を対象とした研究として，力率一定制御の有効性や複数の PCSによる協調制
御の有効性を提案・検証した報告が多数なされている[16]~[20]。一方で PCSによ
る制御ではインバータの空き容量が十分で無い場合には，PVの有効電力の出力
抑制が必要となる場合があり，PV所有者にとって経済的な損失が発生する可能
性がある。また，無効電力制御によって配電系統内の無効電力潮流が増加し，

配電損失の増加する恐れもある。したがって，配電系統の運用者は制御状態を

監視しつつ，出力抑制を伴う過度な無効電力制御が実施されている場合には，

制御の解消ために適切に自らの電圧制御機器を運用する必要があると考えられ

る。制御状態を把握するためには，スマートメータの活用が考えられるが，現

行の仕様では情報収集の周期は比較的長く，リアルタイムに近い運用の実現に

は必ずしも寄与するものではないと考えられる。一方で，高圧系統で用いられ

ている既存の区分開閉器を，電圧・電流・力率が測定可能なセンサ付区分開閉

器（SSS: Section Switchgear with Sensor）に更新することが進められており，
その計測情報を活用した系統の監視手法[21]~[23]や運用手法[24]~[26]が研究されてい

る。しかし，これらの文献では PCSによる電圧―無効電力制御の実施までは考
慮されていない。そのため報告者らは確率論的アプローチを用いて SSSの計測
情報を活用した PCS電圧―無効電力制御状態の推定を提案してきた[27]~[28]。本

論文ではさらに推定精度の向上を検討した報告と推定を活用した既存の電圧制

御器である LRT の運用手法の検討結果を報告する。 

以下に本論文の構成を示す。まず，全体に関する序論を述べ，その後，第一

部として本論文でメインの要素となるPCS電圧―無効電力制御状態の推定手法
について報告する。次に第二部として大規模系統における経済負荷配分手法の

有効性やその考えを採り入れた市場モデルの構築に関する検討結果とその有効

性について報告する。最後に第一部，第二部をまとめた結論を示す。 
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要約 
 エネルギー・環境問題の解決に向けて，PVを中心とした含む分散型電源（DG）
の電力系統への導入が進展している。大量の PVが配電系統へと連系すると，逆
潮流の増加によりフィーダ末端側の電圧が規定値から逸脱する問題が懸念され

ている。このような問題の対策として，これまで PCSの電圧‐無効無効電力制
御に着目してきた。しかし PCSによる電圧－無効電力制御は，系統内の無効電
力潮流の増加に伴い配電損失の増加をもたらす場合がある。さらに，インバー

タの空き容量が十分で無い場合には，PVの有効電力の出力抑制が必要となる場
合があり，PV所有者にとって経済的な損失が発生する可能性がある。したがっ
て過度な無効電力を制御する場合には系統運用者はPCSの制御状態を常時モニ
タリングし出力抑制を伴う無効電力制御制御が行われている場合には積極的に

系統内の電圧制御器（LRT,SVR等）を運用し，解消する必要があると考えられ
る。 
 そこで，本論文では，高圧系統で用いられている既存の区分開閉器を，電圧・

電流・力率が測定可能なセンサ付区分開閉器（SSS: Section Switchgear with 
Sensor）に更新することが進められていることに注目し，LRT 等のタップ切替
判断に活用できるよう，その計測情報を活用した PCS無効電力制御状態の推定
手法を提案した。一般に，SSSの数と比べて推定対象である PCSの数は極めて
多く，全ての PCSの制御状態を一意に推定することは難しい。しかし LRT の
タップ切替の制御判断を考える際には，タップ制御により PCSの無効電力制御
量を低減できるかどうかの判断が重要であり，必ずしも精緻な推定は必要とは

ならない。そこで本論文では LRT のタップ切替位置を適切に調整するために，
PCSの無効電力制御量の“確率分布”の推定手法を検討した。具体的には，高圧
系統の電圧変動や低圧系統の負荷変動に対するPCSの無効電力制御動作を定式
化し，これを潮流計算に組み込んで擬似逆行列で求解する手続きを繰り返すこ

とで，モンテカルロ法による確率分布の導出を行った。 
 数値計算例を通じて確定論的な解析では PV出力が発生しないものの，提案手
法により得られた制御状態の確率密度分布により PV有効電力出力抑制のリス
クの存在を評価できていた。また，確率密度分布の推定結果に基づくタップ制

御を提案すし，無効電力制御の緩和を図ることで統計的な観点から，提案した

確率密度分布の推定手法は出力抑制低減などを目的とした協調制御の実現に寄

与することを示した。 
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第 1章 序論 
 エネルギー・環境問題の解決に向けて，太陽光発電（PV）や風力発電などの
再生可能エネルギーを含む分散型電源（DG）の電力系統への導入が進展してい
る。大量の PVが配電系統へと連系すると，逆潮流の増加によりフィーダ末端側
の電圧が規定値から逸脱する問題が懸念されている。また，PVの偏在に伴う電
力潮流の複雑化も，電圧管理を困難にする要因となり得る[8]。ここで，PVの系
統連系に用いるパワーコンディショナ（PCS）は，通常はMPPT（Maximum Power 
Point Tracking）制御により力率 1となるように運転されている。しかし，連系
点の電圧が規定値を超えた場合には，無効電力制御により電圧上昇を抑制する

機能を備えた PCSも存在する[14]~[15]。電圧上昇対策としては様々なアプローチ

が検討されているが，電圧制御機能を有する PCSの普及を進めて電圧管理に貢
献させることで，系統側の電圧制御設備への投資負担を軽減することも有効と

考えられる。そこで本論文では，電圧制御機能を有する PCSが低圧配電系統に
広く普及したことを想定する。著者らはこれまでに，複数の PCSの協調的な無
効電力制御に基づいた，PV大量導入時の電圧管理手法の検討を進めてきた
[16]~[20]。しかし PCSによる電圧－無効電力制御は，系統内の無効電力潮流の増
加に伴い配電損失の増加をもたらす場合がある。さらに，インバータの空き容

量が十分で無い場合には，PV の有効電力の出力抑制が必要となる場合があり，
PV所有者にとって経済的な損失が発生する可能性がある。 
 一方で，配電系統には負荷時タップ切替変圧器（LRT）や自動電圧調整器（SVR）
などの電圧制御機器が存在する。これらの機器の制御動作はタップ切替に基づ

くが，機械式のスイッチング操作を伴うため動作には遅れが生じると共に，頻

繁な切替は摩耗により機器の寿命を縮める結果となる。そのため配電系統の実

運用においては，制御対象となる電圧が不感帯幅を超過した際に逸脱量を積算

し，これが動作時限を超えた時点で動作させる方式が多く採用されている。一

方で，PCSの無効電力制御はパワーエレクトロニクス機器に基づくため制御動
作が速く，さらに本論文で後述するように自端電圧維持を目的とする場合には

制御指令の通信も不要である。このため，意図的に制御動作に遅れを持たせる

タップ制御機器よりも，PCSの無効電力制御の方が先に機能すると考えられる。
その結果，先行して動作した PCSの無効電力制御のみにより電圧適正化が達成
されると，PV 出力が抑制された状態が継続する可能性があり，望ましくない。
ここで，配電系統の運用者が分散型電源の無効電力制御の発生を早期に検出し，

適切なタップ運用によって PCSの無効電力制御効果を代替できれば，PV所有
者の出力抑制を早期に解消できると期待される。 
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 一般的に日本の配電系統は，高圧系統（MVS）と低圧系統（LVS）から成る
階層的な構造を有している。LRT や SVRなどの電圧制御機器の多くは高圧系統
に導入されているが，PVは住宅用として低圧系統に多く連系されることが想定
できる。このように分散的に導入された PVの制御状態を把握するためには，ス
マートメータの活用が考えられるが，現行の仕様では情報収集の周期は比較的

長く，リアルタイムに近い運用の実現には必ずしも寄与するものではないと考

えられる。一方で，高圧系統で用いられている既存の区分開閉器を，電圧・電

流・力率が測定可能なセンサ付区分開閉器（SSS: Section Switchgear with 
Sensor）に更新することが進められており，その計測情報を活用した系統の監
視手法[21]~[23]や運用手法[24]~[26]が研究されている。例えば文献(21)では，配電系
統の事故復旧操作において必要となる実負荷を把握するために，SSSで囲まれ
た地域内に存在する PV出力および負荷を対象に，センサによる計測情報を用い
たオンライン推定手法が提案されている。また文献(24)～(26)ではセンサでの計
測情報を活用した電圧管理手法が提案されており，特に文献(24)ではセンサでの
計測情報を活用し系統内の電圧分布をメタヒューリスティクス手法の一つであ

る粒子群最適化（PSO）により推定し，その結果をもとに LRT のタップ位置を
制御する手法が提案されている。このように SSSの計測情報の活用は，配電系
統の状態推定を高度化する有用なアプローチの一つと言える。 
 しかし，これまでに提案されてきた状態推定手法では分散型電源は力率 1で
連系していると想定され，PCSによる無効電力制御が考慮されていない。そこ
で本論文では，SSSの計測情報を活用した PCSの無効電力制御量の推定手法を
提案する。一般に，SSSの数と比べて推定対象である PCS の数は極めて多く，
全ての PCSの制御状態を一意に推定することは難しい。しかし LRT のタップ
切替の制御判断を考える際には，タップ制御により PCSの無効電力制御量を低
減できるかどうかの判断が重要であり，必ずしも精緻な推定は必要とはならな

い。そこで本論文では LRT のタップ切替位置を適切に調整するために，PCSの
無効電力制御量の“確率分布”の推定手法を検討した。具体的には，高圧系統の電
圧変動や低圧系統の負荷変動に対する PCSの無効電力制御動作を定式化し，こ
れを潮流計算に組み込んで擬似逆行列で求解する手続きを繰り返すことで，モ

ンテカルロ法による確率分布の導出を行う。  
 以下に本論文の構成を示す。まず第 2章では，配電系統の電圧維持・制御手
法について触れて，第 3章にて推定対象である PCSの制御論理を示してから
SSSの計測情報を活用したPCSの無効電力制御量の確率密度分布の推定手法を
示す。次に第 4章にて推定した確率密度分布に基づく新しいタップ切替手法を
提案し，最後に結論を述べる。 
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2.3無効電力による電圧調整 
 進相コンデンサ（SC：Static Condensor）や静止型無効電力補償装置（SVC：
Static Var Compensator）等を用いて，配電線に流れる無効電力を調整すること
により電圧調整を行うことができる[30]。 特に SVC は，パワーエレクトロニク

ス技術を活用した FACTS 機器の一種であるため[7]，前述した LDC 方式による

タップ切替によりも高速に動作し，機器の寿命も縮めることもなく，文献（35），
～（36）にて急峻な電圧変動[35]や電圧上昇対策として［36］の有効性が報告され

ており，前述した配電系統への分散型電源大量導入に伴う電圧問題に対しても

導入が期待されている[37]。序論で述べたように系統連系インバータである PCS
を通じて連系する分散型電源によって無効電力を調節できるため，PCS 所有者

の協力が得られれば配電系統の電圧管理に貢献可能である。 
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第 3章 無効電力状態推定手法[27]～[28] 
  PCS を通じて連系する分散型電源は通常最大電力点追従（MPPT：Maximum 
Power Point Tracking）制御によって力率１で連系している。しかし，力率を調
整し無効電力を系統側に供給もしくは消費することができれば，PCS は電圧管

理に貢献可能となる。PCS による制御は，電圧を速やかに制御することが可能

であり[14]～[15]，太陽光発電を中心とした分散型電源の普及とともに制御容量が増

加するため，新たな設備投資をせずに済む利点があり，その有用性について多

くの検討がなされている。一方で，PCS による制御ではインバータの空き容量

が十分で無い場合には，PVの有効電力の出力抑制を行いつつ無効電力制御量を
増加させるため，PV所有者にとって経済的な損失が発生する。また，系統内の
無効電力潮流増加によって配電損失の増加に寄与することも考えられる。この

ように過剰な無効電力が制御されていると判断された場合にはPCSによる制御
を解消するよう系統運用者は電圧制御器を活用することが重要であると考えら

れる。 

 本論文では，配電系統内の電圧維持に PCS による電圧‐無効電力制御が活用

されていると想定し，系統内の電圧制御器を活用判断をするために無効電力制

御の監視手法を開発することを目的としている。具体的には近年配電系統の設

備計画の一環として，既存の区分開閉器（SS: Section Switchgear）の一部が電
圧・電流・力率が測定可能なセンサ付区分開閉器（SSS: Section Switchgear with 
Sensor）に更新されたと想定し，その計測情報を活用した状態推定手法につい
て検討する。 
 
3.1 分散型電源系統連系インバータによる電圧無効電力制御 
3.1.1 PCS による電圧無効電力制御の想定 
 分散型電源の系統連技術要件技術ガイドラインでは，低圧系統内に連系する

分散型電源に対して，常時電圧変動では 101V±6V（標準電圧 100V の場合），
202V±20V（標準電圧 200Vの場合），受電力率は系統から見て進み力率 85%以
上とで連系するよう定められている[38]。本論文では PCS の電圧管理要件をこの
規定より厳しい表 3.1 のように定め，各 PCS は電圧上昇抑制機能のうち，一部
の PCS の出力抑制量が課題にならないよう進相無効電力制御のみ行うと想定し
た。進相無効電力制御を有効電力，無効電力の観点から見ると，図 3.2(a)のよう
にまずインバータ制約を超えないように有効電力出力を維持したまま無効電力

の制御量を増加させる。その後，自端電圧が未だ適正範囲を逸脱している場合

は，図 3.2(b)のように有効電力出力を抑制しながら力率制約に到達する際の無効
電力制御量を上限に自端電圧の適正化を図る。なお，電圧が適正化された場合
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・電圧－無効電力制御 
  Vi > V upper or Vi < Vlowerの場合 

 refi
a

a
PCSi VV

T
KQ  .............................................................................................（3.1） 

Vlower< Vi <V upperの場合 

 PCSiref
b

b
PCSi QQ

T
KQ  .......................................................................................（3.2） 

・力率制約 
 

 








maxmax

maxmax
max, costan

cossin




iPViPVi

iPVii
iPCS SPP

SPS
Q .........................................................（3.3） 

・インバータ容量制約 

iPCSiPVi SQP 
22 ................................................................................................（3.4） 

ただし， 
 Vi ：ノード iの電圧 

Vupper, Vlower：電圧の適正範囲の上下限値 
QPCSi：ノード iの PCSの無効電力制御量 
Ka, Kb：制御ゲイン 
Ta, Tb：制御の時定数 
Vref：電圧基準値（1.0[p.u.]） 
Qref ：無効電力制御の目標値 
QPCSmax,i：ノード iの PCSの無効電力制御量の最大値 
Si ：ノード iの PCS容量 
θmax：PCSの力率制約（cosθmax=0.85） 

 PPVi：ノード iの PV出力 
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 現実には，各負荷や PV 出力の大きさは容量案分した値から大きく異なる場合
もあるため，上記の仮定は必ずしも正確な推定結果を与えるものでは無いが，

設備数が莫大な低圧配電系統内のPCS制御量を限られた計測情報から推定する
ためには，容量案分の想定はやむを得ないものと考えた。これらの想定下では，

低圧系統の構成は等価的に縮約することが可能である。すなわち，低圧系統全

体での負荷および PV出力に対する配電線末端電圧の感度が，容量案分の仮定，
および既知の情報であるインピーダンスマップにより導出できるため，低圧系

統内のネットワークを図 3.3 のように縮約して表現できる。なお，この詳細は

3.4.1 および 3.4.2 において詳述する。この縮約されたモデルにおいて，低圧系
統内の PVの無効電力制御の応答を考慮しながら，高圧系統内の各ノードの負荷
および PV出力を推定することが本提案手法の目的となる。ここで，高圧系統内
において以下の想定を考える。 
 
 本提案手法による状態推定結果は，LRT などのタップ運用へ応用するこ

とが主目的となる。前述の通りタップ制御の動作間隔が主に分オーダー

になることから，状態推定の実施間隔も，これに合わせて数分～十数分

程度で十分であると考えられる。センサ開閉器での計測周期はより短い

と考えられるが，本提案手法ではこれを状態推定周期に合わせた移動平

均値として利用する想定とした。同様に，本提案手法における PV出力や
負荷などの時間変動するデータは，全て同じ周期での移動平均値と考え

る。なお，状態推定の実施間隔は上記の通り幅があると考えられるが，

具体的な周期は各配電系統の様態に応じて個別に決定されると考えられ

るため，本論文では明確な規定はしないこととした。 
 配電系統内の異なる地点で天候に差異がある場合，同時刻での日射量は

異なる可能性がある。しかし上記のような推定周期を想定すると，この

間に雲は十分に遠方に移動すると想定できる。後述の通り本提案手法が

推定対象とするエリアは“推定対象区間”として定義されるが，センサ開閉
器の導入数に応じてフィーダを複数区間に分割したものとなる。したが

って適用対象のエリアは概ね 1km に満たない程度であり，雲の移動速度

を数 m/sec程度と考えた場合でも，分オーダーの解析においては十分に
平滑化効果の働くことが期待できる。以上より，推定周期に合わせた移

動平均値としての PV出力は，概ね全地点で一様と想定できる。 
 高圧系統の各ノードにおける負荷の大きさは，前述の通り低圧系統内の
負荷の合計値であるが，この変動の特性は，確率密度関数として経験的

に既知であると想定する。 
 高圧系統のインピーダンスマップも既知である。 
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ただし， 
Pi ：ノード iに注入される有効電力 
Qi：ノード iに注入される無効電力 
Vi：ノード iの電圧値 
θi ：ノード iの電圧位相角 
Yij：アドミタンス行列の i行 j列成分 
N：ノード総数 

 
以上が通常の潮流計算の概要となるが，本論文の検討対象である PCSの制御

状態の推定に関しても，同様に定常状態の解析であるため，この潮流計算に基

づいた方式として提案を進める。詳細を次節以降に示す。 
 
3.2.4潮流計算の推定手法への適用   
 本論文では以下に示す二つの視点により，潮流計算に基づいた無効電力制御

量の推定手法を提案する。 
（1）PCS の無効電力制御手法を，高圧ノードの電圧と関連付けて潮流計算に組

み込むことで，PCSの制御効果を考慮した潮流計算を定式化する。 
（2）変動する負荷パターンを乱数に基づいて生成し，これに基づいて（1）の潮

流計算を多数回実施し，可観測な SSSでの計測値が潮流計算結果と一致す
る場合を実現し得る解として抽出する。十分な数の解における無効電力制

御量を集約して確率分布を提示する。 
 
上記の（1）については詳細の説明は 3.4節で述べることとし，本節では上記（2）
について，複数のセンサを含む推定対象区間における潮流計算について，未知

数や条件式に関する定義をまとめる。 
 まず，SSSの内の１つを Swing busと定める。同ノードでは電圧および位相
を指定値として与える必要があるが，SSS での計測値を電圧指定値とし，位相

に関しては従来と同様に基準と考えて 0と定義する。さらに，Swing busから供
給される有効電力および無効電力は，通常は送電損失を含めた系統全体の電力

バランスから定まるが，本方式ではこれを SSSでの計測値に一致させるように
以下の２つの方程式を電力方程式に追加する。同式は，配電用変電所に近い上

流側に位置する SSS（SSSk）を Swing busと定義し，同ノードが推定対象区間
内のただ一つのノードとのみ接続する場合の記載である。いずれも右辺は隣接

ノードの電圧および位相角が与えられた場合に Swing bus から供給される電力
値であり，左辺はその目標値を SSSでの計測値として与えたものである。 
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 jSSSkjSSSkSSSkj

jSSSkjSSSkSSSkSSSkjflowSSSk

VVB
VVVGP









sin
cos2

 ........................................(3.6) 

  
 jSSSkjSSSkSSSkj

jSSSkjSSSkSSSkSSSkjflowSSSk

VVG
VVVBQ









sin
cos2

 ........................................(3.7) 

ただし， 
 GSSSkj, BSSSkj：SSSkと隣接するノードj間のコンダクタンスおよびサセプタンス 
 
 Swing busと定めたもの以外のSSS（SSSk+1）に関しては，基本的には他のPQ
指定ノードと同様に取り扱うが，電圧が計測値として得られているため既知で

ある。そのため，未知変数のベクトルから，当該ノードの電圧を差し引くこと

ができる。 
 SSS以外のノードに関しては，全てPQ指定ノードとして扱い，負荷およびPV
の接続が無い場合は有効電力および無効電力の双方を0と定める。一方，負荷お
よびPVを含むノードに関しては，負荷の確率密度関数が所与であるため，乱数
に基づいて仮に生成し，これを指定値として与える。乱数で生成した負荷パタ

ーンは，実現され得る無数の負荷パターンの内の１つを表すに過ぎないが，最

終的には後述の通り，モンテカルロ法の枠組みの中で統計的な処理を行う。 
以上の議論を整理すると，本推定問題を取り扱う潮流計算表現は，通常の潮

流計算に比較すると以下の点で異なる。 
 Swing bus（SSS設置ノードの内の一つ）の有効電力および無効電力に対し
て指定値が存在し，この条件を示す数式 2本が追加される。 

 残りの SSSノードは PQ指定ノードとして扱うが，電圧が既知である。 
 
以上より，通常の潮流計算に比較すると数式が 2本多く，未知数が“SSSノー

ドの数－１”だけ少ない問題となる。このため，条件式の余る分だけ乱数で生成
する負荷の数を減らして未知数を増やす方法も考えられるが，SSS ノード以外

は対等に取り扱うことが作為的な計算結果を回避するためには効果的である。

このため，本論文では条件式が未知数よりも多い問題を，そのまま求解する手

法をとる。このような問題に対して全条件式がバランスよく満足されるように

未知数を定める手法として“擬似逆行列”による連立一次方程式の解法がある。本
論文ではこの計算手法に沿い，乱数に基づいて与えられた各負荷パターンに対

する潮流計算を実行する。 
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(b) Step 3, 4,5,6 
図 3.5提案手法のフロー 

  

Step5: The validity of the calculated power flow is evaluated with
comparing to the measured values.

P=(PLi+PPVi), Q=(QLi+Q PCSi)
Vi , θi

State of Variables after this step 
PflowSSS1 
QflowSSS1

Step6:Above step1-5 are repeatedly applied and based on the obtained 
sufficient   numerous solutions,  the probabilistic density 
functions are  derived. 

Step3:Calculation of  Reactive power controlled by PCS in LVS 
considering the voltage drop from the connecting point  with MVS. 

P=(PLi+PPVi), Q=(QLi+Q PCSi)
Vi , θi

State of Variables after this step 
PLi , PPVi
QLi , Q PCSi
Vi
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Step4:Power flow calculation using Pseudo Inverse Matrix is performed 
considering the voltage-reactive power control sensitivity of PCS

P=(PLi+PPVi), Q=(QLi+Q PCSi)
Vi , θi

State of Variables after this step 
PflowSSS1 
QflowSSS1

Iterative computation on power flow calculation

Iteration Calculation 
Variable
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3.3負荷と PV出力の決定（Step1, Step2） 
3.3.1ノードの有効電力  
各推定対象区間内に流入し消費される電力の大きさは，負荷から PV出力を差

し引いたものであり，これらの総和は配電損失を無視すると推定対象区間を取

り囲む SSSの各計測値の差分に等しい。したがって，SSSkと SSSk+1から構成

される推定対象区間について，有効電力に着目すると式（3.8）が成立する。こ
こで，3.2.1で述べたように負荷の確率密度関数を既知と考えて，乱数を用いて
各ノードの有効電力負荷を個別に生成する。その合計値を推定対象区間内の負

荷の総和とすると，式（3.9）より PV 出力の総和を導出できる。配電系統内の

どの地点においても日射量が等しく，PV出力は設備容量に比例する想定の下，
各ノードの PV出力は次式で表される。 
 以上により，各ノードの有効電力指定値は PV出力と負荷の差分として与える
ことができる。 

  1







 flowSSSkflowSSSk

N

i
Li

N

i
PVi PPPP

LVSLVS

...............................................................（3.8） 

ただし， 
 NLVS：推定対象区間に含まれる全ノード数 
 PLi：ノード iの有効電力負荷 

  



 


LVS

LVS

N

j
PVj

N

j
flowSSSkflowSSSkLi

PVi

S

PPP
P

1

 ..........................................................（3.9） 

ただし， 
SPVi：ノード iの PV容量 

 
3.3.2ノードの無効電力負荷  
 負荷力率は負荷の大きさによらず一様（遅れ力率）であると想定すると，各

低圧系統の無効電力負荷は，前節で与えた有効電力負荷を用いて式(3.10)のよう
に計算できる。 

 Li
Li

Li
Li PQ





cos
cos1 2


   .............................................................................（3.10） 

ただし， 
 QLi：ノード iの無効電力負荷 
 cosθLi：ノード iの負荷力率 
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3.4PCSの無効電力制御量の決定（Step3）   
縮約された低圧系統内における負荷と PVの一様な連系を想定すると，高圧系

統における各ノード（該当する低圧系統全体）の PV出力と負荷が与えられると，
低圧系統内の潮流が定まるため，配電線末端電圧を計算できる。この電圧値が

適正範囲から逸脱する場合には，PCS の無効電力制御が働くものと考える。以

下に具体的な制御状態の計算方法を示す。 
 

3.4.1低圧系統末端の電圧逸脱量(Step3-1) 
まず，低圧系統内に PV および負荷が一様に連系していると想定する。PV 出

力が大きくて逆潮流が生じる場合，配電線末端での電圧上限逸脱が生じる場合

がある。ここで低圧配電線末端に連系する PCSが，前章で示した無効電力制御
２を実施すると考えて，その制御量を以下の通り計算する。低圧系統内の電圧

変動の要因を有効電力および無効電力潮流と考えて，その電圧感度を線形近似

で表すと，式（3.11），適正範囲からの逸脱量 ΔVdev,i（上限逸脱時は負，下限逸

脱時は正の値）は式（3.12）で，それぞれ定式化できる（図 3.6(a)）。なお，PCS
の無効電力制御量の増加に対してPCSの容量が不足する場合は有効電力の出力 
抑制が必要となるが，ここではその影響は相対的に小さいと考えて考慮して

いない。 
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, ....................（3.11） 

 
 










lowereLVSieLVSilower

uppereLVSieLVSiupper
idev VVVV

VVVV
V

,,

,,
, ............................................（3.12） 

ただし， 
 
 VLVSi,e：ノード i に連系する低圧系統の配電線末端電圧 

 
i

eLVSi

P
V


 ,
：有効電力負荷および PV出力に対する電圧感度 

 
Li

eLVSi

Q
V


 ,
：無効電力負荷に対する電圧感度 

 
PCSi

eLVSi

Q
V


 ,
：PCS の無効電力制御に対する電圧感度 

3.4.2 PCSによる無効電力制御量（Step3-2） 
PCS の無効電力制御量は，配電線末端の電圧値を適正値に維持するための必

要量として決定できる。各低圧系統の PCSは自らの連系点の電圧値のみを制御
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VLVSi,e > V upper or  VLVSi,e < Vlowerの場合 
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 Vlower< VLVSi,e <V upperの場合 
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   ................................................................................................................（3.17） 
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3.5擬似逆行列を活用した潮流計算（Step4） 
3.2.4節で示した通り，本論文の潮流計算では Swing bus からの有効電力および
無効電力に関して，式（3.6）および式（3.7）の条件式を追加する。この両式に
対応するヤコビアン行列の要素は式（3.18）で与えられる。  

    jSSSiSSSiSSSijjSSSiSSSiSSSij
j

flowSSSi VBVG
V

P
 




sincos  

    jSSSiSSSiSSSijjSSSiSSSiSSSij
j

flowSSSi VGVB
V

Q
 




sincos  

    jSSSijSSSiSSSijjSSSijSSSiSSSij
j

flowSSSi VVBVVG
P








cossin  

    jSSSijSSSiSSSijjSSSijSSSiSSSij
j

flowSSSi VVGVVB
Q








sincos  

 ......................................................... （3.18） 
 

Newton-Raphson 法による潮流計算では各反復計算において式（3.19）に示す線
形計算で修正量ベクトル xを計算しなければならない。 
 
  bJx   ....................................................................................................（3.19） 
ただし， 
  

  SSSjSSSiNN
T VVVx   ,,,,,,,, 2211   

],,,,,[ 111 SSSiSSSiSSSiSSSi flowflowflowflowNNNNi
T QQPPQQPPQQPPb 






 
しかし前述の通り，SSS の計測情報を追加したヤコビアン行列は正則行列では

なくなり，逆行列が存在しない。そこで，式(3.20)を解くために以下に示す擬似
逆行列を活用する。

[49] 

  bJJxJ TT   ...............................................................................................（3.20） 

 
なお，擬似逆行列を活用し方程式の解を得ることは式（3.21）に示すように偏
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差ベクトルの最小二乗和を満たす解を求めることと同義である。 

    

    .minˆ

ˆ

22

22









i
flowflow

k
flowflow

i
ii

i
ii

TT

SSSkSSSkSSSkSSSk
QQPP

QQPPJxJx





  

            ......................................................................................................（3.21） 
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3.6解の妥当性の評価（Step5） 
以上のように SSS の計測情報を潮流計算に組み込むことで，Step1 で乱数に

より与えられた各ノード負荷に対して，推定精度が最も高い収束解を得ること

が可能となる。しかし，擬似逆行列を適用したことで潮流方程式は厳密には満

足されず，各ノード電力は少しずつ指定値から外れる結果となる。そのため

Swing busでの有効電力および無効電力，ならびに他の SSSにおけるノード電
圧について，それぞれセンサでの計測値として与えられた指定値との差分を式

（3.22）により評価し，これがしきい値以下となるものを良好な解候補として抽
出する。以上のプロセスをモンテカルロ法の考え方に従い，十分な個数の解候

補が得られるまで反復する。最終的に蓄積された解候補を確率分布の形式に整

理し，これを推定結果とする。 
 

        hSSSkSSSkflowflowflowflow TVVQQPP
SSSkSSSkSSSkSSSk


222     ...........（3.22） 

ただし， 
 Th：しきい値 
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(a)PVの有効電力出力 

 
（b）PCSによる無効電力制御量 

 

(c) 有効電力出力抑制量 
図 3.10 PCSの制御状態 
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図 3.12  各低圧系統における出力抑制発生確率 
 
c)推定精度の確認および計算時間の比較 
 本論文では，確率密度関数にしたがって全ての負荷の指定値を与えると共に，

センサでの計測値を最大限に活用することで，条件式が未知数より多い定式化

を用いた。この解法に擬似逆行列の手法を用いてるが，擬似逆行列を活用した

ことによる精度の向上を検証する。サンプル数（4000個）の内，擬似逆行列を
用いた場合と用いない場合とで，Step5におけるしきい値以内[28][39]という解の

条件を満たす候補の数を図 3.13に示した。同図より，擬似逆行列を活用するこ
とによりStep5を満たす有効な解候補の数が大幅に増加していることが分かる。
また，図 3.14 に Step5 における評価値の分布も示すが，こちらも数値が 10分
の 1～100分の 1まで小さくなっていることが分かる。このように擬似逆行列を
用いることで，Swing busからの潮流が指定値（センサでの計測値）に近づくよ
うな調整が働き，モンテカルロシミュレーションの効率が大きく改善される。

なお，センサ設置箇所の潮流を調整するために，逆に乱数で定めた各ノード負

荷の値は当初の指定値から少し外れるが，もともと乱数で定めた指定値である

ため必ず指定値に合わせる必要性は低く，影響は限定的である。 
 一方で，擬似逆行列を活用することにより潮流計算に要する時間は図 3.15に
示すように増加し，計算負荷は増加することになる。しかし，擬似逆行列活用

前では，5000個のサンプルに対してしきい値 0.00025 を満たす解は 255個であ
り，十分な数の解候補を得るには図 3.16に示すようにおおよそ 3000個程度で
あるため，この条件を満たすには活用後よりも約 12倍程度のサンプルを増やす
必要があり，結果として計算負荷が増加することになる。また，解候補の数を，

サンプル数を変えずに増やすにはしきい値を高くする必要があり，これは推定

精度を悪くすることと同義である。したがって，推定に求められる計算精度が
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高い場合は少ないサンプル数で十分な数の解候補を算出することが可能となる

ため，提案手法では，潮流計算による計算負荷は増加しつつもより精度が高く

計算負荷も小さくなることが示している。 

 
図 3.13 擬似逆行列適用前後の解候補の数の比較 

 

図 3.14  擬似逆行列適用前後の評価値の比較 

 
図 3.15 擬似逆行列適用前後の計算時間 （サンプル数 5000個） 
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(a)10時における出力抑制発生確率 

 
（b）11時における出力抑制発生確率 

 
(c) 12時における出力発生確率 

図 3.20 負荷の相関性を考慮した出力抑制発生確率 
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3.7.5推定結果の考察 
 本論文ではセンサ開閉器の計測情報を活用してPCSの電圧-無効電力制御の確
率密度分布の推定手法を提案し，本章にてその有効性を数値計算により検討し

た。提案手法により推定結果は確率密度分布として得られるため必ずしも精緻

な解とはならないが，考察を通じて以下の知見が得られた。。 
 
 10時における LVS1では，期待値で考えると図 3.10(b)に示す通りの無効電

力制御量が生じるが，期待値周辺の確率分布の形状まで確認すると，図 3.11
のように無効電力制御量が 0となる確率も高いことが分かる。また図 3.19
より，負荷の相関性を考慮したばあには相関が強くなるほど推定結果の幅が

狭まる傾向があった。このようにより正確に期待値やばらつきの様子を把握

することは，効率的な系統運用の実現に寄与するものと考えられる。 
 
 期待値に基づいた解析による図 3.10(c)では，11時における LVS2 では出力
抑制は発生しない結果が得られている。しかし本提案手法を適用すると，確

率的に生成した各負荷パターンごとに出力抑制の有無を確認することで，図

3.12に示すように出力抑制の発生確率が評価できる。この結果 11時におけ
る LVS2では，40%以上もの出力抑制発生確率が得られた。また，負荷の相
関性を考慮した場合には図 3.20に示すように推定する時間帯によって異な
る傾向が得られた。このように期待値に基づいた分析では抽出しづらい事象

を効率よく把握できる。 
 

 LRTなどの系統側が備えている電圧制御機器が動作する前に，PCSの機能
により電圧が適正範囲内に維持されることを想定している。そのため，この

確率分布がより 0に近い方にシフトするように電圧制御機器を制御すること
ができれば，図 3.12のような出力抑制の発生頻度を低減，あるいは一時的
な抑制のみに限定できる可能性がある。このように，本提案手法は無効電力

制御の確率的な傾向を推定することで，統計的な観点から，出力抑制低減な

どを目的とした協調制御の実現に寄与すると考えられる。 
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第 4章 無効電力制御量の確率密度分布
に基づくタップ切替手法 
 前章では，SSSの計測情報に基づいて低圧系統内の PCS無効電力制御量の確
率密度分布を推定した。しかし，配電系統の運用者が系統内の電圧制御器を活

用し過剰な PCSによる制御を解消・緩和するには前章で提案した推定に基づく
電圧制御手法を検討する必要がある。本論文では LRT によるタップ切替によっ
て PCS制御の解消を検討する。これまでに提案された手法[39]では，しきい値を

満たす解候補の系統状態を解候補について各タップ切替位置毎に再度潮流計算

を行い得られた分布をタップ切替後の推定結果として評価している。しかし，

同手法では多数回の潮流計算に基づいており，本論文での提案手法について適

用すると，タップ切替位置の候補に比例して計算負荷の増加が見込まれる。さ

らにこれまでの手法では潮流計算に対し SSSの計測情報が組み込まれていなか
ったため，タップ切替により SSSの計測情報が変化しても適用可能であったが，
提案手法に対して適用することは難しい。そこで，本章ではしきい値を満たす

状態に対し提案手法を行うのではなく，得られた確率密度分布を活用したタッ

プ切替手法を提案する。 
 
4.1 タップ切替による無効電力制御量削減効果の推定 
 電圧制御目標値の設定に当たり，本論文では LRT（もしくは SVR）によって
推定対象区間の電圧を調整することを考える。タップ切替により送り出し電圧

を下げた瞬間には，図 4.1 (a)のように電圧はタップ切替による電圧変化分だけ
低圧系統内の電圧分布が下にシフトし，その後式（3.2）による無効電力制御量
の削減が行われ系統内の電圧分布が上限値を超えない範囲で上昇し，図 4.1(b)
のように変化すると考えられる。この時，タップ切替による電圧変化分だけ無

効電力制御負担が減少したと考えると，両者の関係は式（3.13）をもとに式（4.1）
で推定することができる。 

  t a p
eL V S i

P C S i
id u c e dP C S V

V
QQ 






,
,Re    .............................................................（4.1） 

ただし， 
 ΔQPCSReducee,i：タップ切替により減少する無効電力制御量 
 Δ Vtap : タップ切替による電圧調整量 
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4.2 無効電力制御解消を目的としたタップ切替位置の決定 
 式（4.1）では，削減すべき無効電力制御量が定まれば，式（4.2）により削減
に要する低圧系統の電圧制御量を算出することが可能である。 
 

iducedPCS
PCSi

eLVSi
icontrol Q

Q
V

V ,Re
,

, 











 ..............................................................（4.2） 

ただし， 
  ΔVcontrol,i：無効電力制御量解消に必要な電圧制御量 

 
 各低圧系統毎に必要な電圧制御量を算出した場合，式（4.3）のようにその最
大値を制御すると全ての低圧系統で無効電力制御量の削減量を目標とする量以

上に削減可能になると考えられる。 
 

 

























LVS

LVS

LVS
NducedPCS

PCSN

eLVSN
ducedPCS

PCSi

eLVS Q
Q
V

Q
Q
V

Vtap ,Re
,

1,Re
,1 ,,max     ...............（4.3） 

 
なお，タップ位置は離散的な値であるため，本論文では，式（4.3）よりも大き
いタップ位置を切替候補とする。 
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4.3数値計算例  
 前章での数値計算例と同じ系統モデルにて送り出し電圧を 1.00p.u.とした際
に電圧－無効電力制御が行われた時間帯のうち，10時,11時，12時の 3時間帯
に対して過剰な無効電力制御解消を目的としたタップ切替位置（LRT による送
り出し電圧）の算出を行った。なお，タップ位置は離散的な数値であり本論文

では 100V(高圧系統換算)単位で電圧調整が行われると想定した。したがって，
タップ切替位置（LRTによる送り出し電圧）は p.u.値表記では表 4.1のとおり
である。 
 

表 4.1 タップ切替候補 
0.97 0.985 1 1.015 1.03 

 
4.3.1無効電力削減目標値の算出およびタップ切替位置の算出 
 本論文では，力率制約を超えて無効電力制御が行われている確率を 0とする
ことを目標としてタップ切替を検討する。これは本論文では PCSの制御方式は
進相無効電力制御のみを想定したが，この場合推定結果として得られた確率密

度分布の力率制約を超えて無効電力を制御する確率は付録に示した現行方式の

電圧上昇抑制機能では出力制御が行われる確率と同義であり，この解消を試み

ることで自端電圧の適正化のために大幅な出力抑制を避けることが可能になる 

と考えられるためである。 
 
 各時間帯における力率制約値に当たる無効電力制御量は配電線末端の PVの
有効電力出力の大きさによって式（4.4）もしくは（4.5）によって決定できる。
なお，配電線末端に位置する PVの有効電力出力量は，前章にて算出された解候
補の PV出力の平均値より以下式（4.6）より算出する。以上より，無効電力制
御量の削減目標値は式（4.7）によって算出することができる。 
a) PPV,LVSi,e>SmaxLVSi,e 

   m a x,m a x,lim, coseLVSiLVSiitpfPCS SQ    ....................................................（4.4） 

b) PPV,LVSi,e<SmaxLVSi,e  

 max,,,lim, taneLVSiPVLVSiitpfPCS PQ     .......................................................（4.5） 

   LiLVSiPVeLVSiPV NPAverageP /,,,     ......................................................（4.6） 

 eLVSiitpfPCSeLVSieLVSiducePCS QQQ ,,lim,,max,,Re   .........................（4.7） 
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ただし， 
 PPV,LVSi,e：配電線末端の PV出力 
 ΔQPCSReduced,LVSi,e：力率制約解消に要する無効電力削減量 
 QmaxLVSi,e：推定した確率密度分布における最大値 
 QPCS,pflimit,LVSi,e：力率制約に当たる無効電力制御量 
  
 以上に示した数式を用いて各時間帯における無効電力制御の削減目標量と電

圧制御量を算出すると表 4.2～表 4.4のようになった。これらの表より高圧系統
の下流側に位置する LVS5 が最も多くの無効電力削減量が必要となり電圧調整
量が多いことが分かる。また，LVS3,4では，PCSの制御量こそ少ないが， PCS
容量も小さいため力率制約値に対して多くの無効電力削減量が必要となり，そ

の調整に要する電圧制御量が大きくなっていることが分かる。一方で，LVS1で
は，PCS容量が大きいことから力率制約値に対して余裕があるため必要な電圧
制御量は小さくなっている。さらに，次に推定結果に基づいて算出されるタッ

プ切替位置は表 4.5のようになり，LVS5を対象としたタップ切替を行えばよい
ことが分かる。 
 

表 4.2 無効電力制御の削減目標量と電圧制御量（10時） 
   LVS1  LVS2  LVS3  LVS4  LVS5  

 ΔQReduced  -0.00022  -0.0006  -0.002395  -0.004346  -0.006755  
ΔVcontrol  0.000412  0.00117  0.004889  0.009143  0.014636  

 
表 4.3 無効電力制御の削減目標量と電圧制御量（11時） 

   LVS1  LVS2  LVS3  LVS4  LVS5  
 ΔQReduced  -0.00263  -0.003  -0.003253  -0.005344  -0.0096  
ΔVcontrol  0.005032  0.00603  0.00664  0.011244  0.020801  

 
表 4.4 無効電力制御の削減目標量と電圧制御量（12時） 

   LVS1  LVS2  LVS3  LVS4  LVS5  
 ΔQReduced  -0.00251  -0.0031  -0.00349  -0.005607  -0.009711  
ΔVcontrol  0.004802  0.00604  0.007123  0.011797  0.021042  
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表 4.5 LRT 送り出し電圧算出結果 
時間帯 10時 11時 12時 

送り出し電圧[p.u.] 0.985 0.97 0.97 
 
4.3.2推定結果に基づくタップ切替結果 
 表 4.5によってタップ切替を実施した結果，力率制約違反は図 4.2 から図 4.3
のようになった。推定結果に基づくタップ切替により LVS5を中心に大幅に制
約違反確率が低下していることが分かる。また，タップ切替により無効電力制

御量が低減した結果，出力抑制発生確率も低減したことを確認した。 

 
図 4.2 力率制約違反確率（制御前） 

 
図 4.3 タップ切替後の力率制約違反確率 
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図 4.4 タップ切替後の出力抑制発生確率 
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 第 5章 まとめと今後の課題 
 第一部では，高圧系統で用いられている既存の区分開閉器を，電圧・電流・

力率が測定可能なセンサ付区分開閉器（SSS: Section Switchgear with Sensor）
に更新することが進められていることに注目し，LRT 等のタップ切替判断に活
用できるよう，その計測情報を活用した PCS無効電力制御状態の推定手法を提
案した。一般に，SSSの数と比べて推定対象である PCSの数は極めて多く，全
ての PCSの制御状態を一意に推定することは難しい。しかし LRT のタップ切
替の制御判断を考える際には，タップ制御により PCSの無効電力制御量を低減
できるかどうかの判断が重要であり，必ずしも精緻な推定は必要とはならない。

そこで本論文では LRT のタップ切替位置を適切に調整するために，PCSの無効
電力制御量の“確率分布”の推定手法を検討した。具体的には，高圧系統の電圧変
動や低圧系統の負荷変動に対する PCSの無効電力制御動作を定式化し，これを
潮流計算に組み込んで擬似逆行列で求解する手続きを繰り返すことで，モンテ

カルロ法による確率分布の導出を行った。 
 数値計算例を通じて確定論的な解析では PV出力が発生しないものの，提案手
法により得られた制御状態の確率密度分布により PV有効電力出力抑制のリス
クの存在を評価可能となる。また，新たに推定した確率密度分布および感度計

算を活用したタップ切替制御を提案した。この手法では，これまでに報告者が

提案してきたタップ切替手法よりも計算負荷が少なく，上記に示した推定手法

が適用可能であることから，数値計算例を通じてタップ切替による無効電力制

御の緩和によってより統計的リスクの低い電圧制御を実現した。 
 今後の課題としては PVの日射変動の周期の解析を通じて適切な推定間隔お
よびタップ切替制御を行う周期を決定することが挙げられる。 
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第二部 
 

 

風力発電を含む電力系統の 

確率的需給制御手法 
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要約 
持続可能なエネルギー社会を目指して我が国においても 2012 年 7 月より再生
可能エネルギー（RE）の固定価格買取制度が始まり［1］その導入が年々拡大して

いる。2030 年度の電源構成においても総発電電力量の 22～24%を再生可能エネ
ルギーによって賄い，そのうち約 40%を風力発電および太陽光発電で発電する
ことが期待されている[2]。電力は性質上貯蔵することが難しいため常に発電した

電力は一瞬で消費しなければならない。しかし，風力発電や太陽光発電等の自

然エネルギーはその出力は気象条件に左右されるため，変動しやすく間欠性の

ある電源であるため電力系統の運用に影響を及ぼすことが懸念されている。こ

のような背景から，再生可能エネルギー大量導入を想定した系統運用手法が検

討されている [40]～[46] 。従来の電力系統での需給運用は安定運用維持のため N-1
基準を満たすことが求められている。N-1基準とは想定しうる全ての単一故障に
対し，電力潮流の熱容量制約（送電線の潮流制約），電圧安定制約，周波数維持

制約，同期安定度制約の 4 つの安定制約を全てを満たすよう要求する確定論的
な信頼度基準である。風力発電導入の拡大により需給運用における不確実性が

拡大し，従来の N-1 基準による確定論的な想定だけでは不十分となると考えら
れるため，「事故の発生」および「再生可能エネルギーの出力変動」の双方を考

慮した系統運用手法が求められている。本論文では，その出力の不確実性と系

統事故の発生双方を考慮した需給制御手法を検討した。具体的には，これまで

提案されてきた確率的経済負荷配分手法に対してより大規模な系統モデルにお

いての有効性の検討，および，市場メカニズムによる需給制御モデルの構築を

行った。 
両手法において数値計算を実施することで，燃料費の増加や社会余剰の減少量

の最小化を実現しつつ，風力発電出力変動による N-1 基準制約違反リスクの制
御を実現しその有効性を示した。 
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第一章 序論 
 持続可能なエネルギー社会を目指して我が国においても2012年7月より再生
可能エネルギー（RE）の固定価格買取制度が始まり[1]その導入が年々拡大して

いる。2030年度の電源構成においても総発電電力量の 22～24%を再生可能エネ
ルギーによって賄い，そのうち約 40%を風力発電および太陽光発電で発電する
ことが期待されている[2]。電力は性質上貯蔵することが難しいため，時々刻々と

変動する需要に対し，常に供給力を確保して需要と供給力の均衡を図り，水力

発電，火力発電，原子力発電などの供給力を総合的に組み合わせて信頼性およ

び経済性の高い運用[30]が行われている。この一連の業務は需給運用と呼ばれて

いるが，風力発電や太陽光発電といった再生可能エネルギーの出力は気象条件

に左右されるため，変動しやすく間欠性のある電源であるため，その増加に伴

い電力系統の需給運用に影響を及ぼすことが懸念されている。このような背景

から，再生可能エネルギー大量導入を想定した系統運用手法が検討されている 

[40]～[46] 。従来の電力系統での需給運用は安定運用維持のため N-1基準を満たす
ことが求められている。N-1基準とは想定しうる全ての単一故障に対し，電力潮
流の熱容量制約（送電線の潮流制約），電圧安定制約，周波数維持制約，同期

安定度制約の 4つの安定制約を全てを満たすよう要求する確定論的な信頼度基
準である。風力発電導入の拡大により需給運用における不確実性が拡大し，従

来の N-1基準による確定論的な想定だけでは不十分となると考えられるため，
「事故の発生」および「再生可能エネルギーの出力変動」の双方を考慮した系

統運用手法が求められている。このような背景からこれまでに N-1基準の安定
制約（特に熱容量制約）を確率論的に考慮した確率的経済負荷配分手法を提案

し，比較的長周期の変動成分に対する系統運用手法の高度化を検討を行ってき

た。しかし，2016年 4月より全国大での需給調整機能を強化する目的として電
力広域的運営推進機関が発足した。これまでの研究では小規模での解析を中心

としていたため，大規模な電力系統モデルにおいても同手法の有効性を確認で

きれば，今後の広域系統運用の高度化を実現できる。したがって，本論文では，

まず，電気学会標準モデル EAST30系統にて数値計算を実施して確率的系統運
用手法の有効性を行う。 
 一方で，近年の電力システム改革の流れから電力卸市場の活性化のために 1
時間前市場や広域市場の創設が検討されている。これらの市場創設により広域

的な発電の最適化（広域メリットオーダ）やこれまで以上に発電計画の最適化

の実現が期待され，将来的には欧州のように電力市場が需給管理において一定

のシェアを持つことが期待できる。しかし，市場メカニズムによる需給管理を

実現するためには，先述したように事故の発生」および「再生可能エネルギー
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の出力変動」の双方のリスクを考慮することが求められる。そこで本論文では，

さらに，先行する研究で提案されており，大規模系統モデルにて有効性の検討

を行った確率的経済負荷配分手法の考えを取り入れた市場モデルの構築および

有効性を検討する。具体的には，社会余剰最大化を目的としたシングルプライ

スオークションを構築し，N-1基準制約を違反するリスクが生じた場合，社会余

剰の減少量が最小になるよう取引を調整する市場を構築を提案した。 

 以下に本論文の構成を示す。まず，第 2章にて大規模系統モデルにおいて確

率的経済負荷配分手法の有効性を検討する。第 3章にて本論文で提案する市場

モデルによる需給制御を示し，第 4章にて結論を述べた。 
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2.1確率的経済負荷配分手法[4] 

2.1.1運用制約の設定 
 電力品質を維持し，安定に電力を供給するために，電気的には熱容量，電圧，

周波数，電圧安定性，短絡容量が考慮される[30]。これらは系統運用上の制約と

して扱われるが，運用制約としてはこれらのうち最も厳しいもの（制約値とし

て最小なものが）が運用上の扱われる。これらのうち本論文は文献（4）と同じ
く電力設備を通過する電流の上限に相当[30] する熱容量制約について検討する。

系統事故については線路のみに限定し，N-1基準における運用制約は送電線の熱
容量が半減される場合を想定した。 
 
2.1.2 経済負荷配分問題の定式化 
 文献（4）の手法では，電圧安定性制約の評価も行うため系統内の潮流計算は
交流法[37]が用いられていたが，本論文では系統規模が大きく交流法の潮流計算

に多大な時間を要すること，また，N-1基準のうち潮流量の制約を対象とするこ
とから，潮流計算は直流法[37]で行った。したがって直流法に基づく火力発電機

の経済負荷配分は以下のように定式化することができる。なお，目的関数であ

る火力発電機の燃料費関数は 2次関数とした。 
【目的関数】     

   min
1




GN

i
GELD PFC   .................................................................... （2.1） 

ただし， 

   2
GiGiGi cPbPaPF   ......................................................................（2.2） 

【制約条件】 
・需給制約 

 



WTGD N

m
WTn

N

i
Gi

N

m
Dm PPP

111
 .....................................................................

（2.3） 
・潮流方程式  

 

 







n

jkj kj

jk
k x

P
!1

  .................................................................. （2.4） 

・有効電力潮流制約（熱容量制約） 

 jktmflow
kj

jk
jflowkjktmflow P

x
PP  


 lim,,lim,,


  ...........................（2.5） 
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・発電機上下限制約 

 maxmin GiGiiG PPP   ............................................................................（2.6） 

 
ただし， 

CELD: 発電機の総燃料費コスト 
F(PGi):火力発電機の燃料費, 
PGi :発電機 iの有効電力出力, 
a,b,c: 発電機燃料費係数 
PDm:ノード mの負荷 
PWTn:ノード nの風力発電出力 
ND:負荷ノード数 
NWT:風力発電ノード数 
Pk:ノード kの有効電力指定値 
δk:ノード kの位相 
xkj:ノード k - j間のリアクタンス 
Pflowk-j:ノード k - j間を流れる有効電力潮流 
Pflow,tm,limit：熱容量制約 
PGimin,PGimax: 発電機上下限出力 
 

 なお，確率的経済負荷配分手法[4]のフローチャートは図 2.2を示す。各 Step
の詳細は付録に記載するため本章では省略する。なお，本論文では ELD計算は
メタヒューリスティクス手法の 1つである PSOを用いた。 
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図 2.2 確率的経済負荷配分手法のフローチャート 

ただし， 
 F[Pij]：線路事故時における各線路潮流の確率密度分布 
 αij：線路 i-jにおける N-1制約違反確率 
  ：線路制約違反確率の許容値 
 
2.1.3 風速の出現率分布と風力発電機出力の確率密度分布の算出 
本論文では風速発電機出力は付録で示すように下式のレイリー分布に従うと

想定した。 

  







 2

2

2 4
exp

2 V

V

V

VVf 
 ..................................................................（2.7） 

ただし， 
  V:風速, V : 平均風速 

 
 また，風力発電所の発電電力は風速と関連がありその出力は下式のように風

速の 3乗に比例する。なお，本論文では，風車の具体的な想定はせず，式（2.8）
中の係数は比例定数として式（2.9）で求める。  
 

 
3

2
1 AVCP pWT   .......................................................................（2.8） 

  

ELD計算
（火力発電機出力PG決定）

風力発電機出力PWTの出現率分布に基づくモンテカルロシミュレーション
（LFC制御により各線路潮流の確率密度分布F[Pij]の算出）

N-1事故時の各線路潮流のF[Pijcase_i]の算出

 ij である線路が存在

終了

Yes

No

開始

線路制約
の設定
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    3

2

dRatingSpee

WT
pWT V

SACk    ......................................................（2.9） 

 
ただし 

pC ：出力係数 

β：空気の密度 

A：風車の回転断面積 

V ：風速 

Kwt：風速と風力発電機出力に関する 比例定数 
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表 2.1 発電機の種類及び燃料費係数 

 
Generator 
Capacity 

Generator 
kind 

a 
[103yen] 

b 
[103yen/GW] 

c 
[103yen/GW2] 

G1 4.00 Nuclear - - - 
G2 2.50 LNG 468 2400 100 
G3 2.00 LNG 351 2400 133.3 
G4 3.00 LNG 585 2400 80 
G5 2.00 Nuclear - - - 
G6 0.50 Coal - - - 
G7 0.50 Coal - - - 
G8 1.00 LNG 234 2400 200 
G9 2.76 Nuclear - - - 

G10 8.31 Nuclear - - - 
G11 4.50 LNG 819 2400 57.1 
G12 3.70 LNG 702 2400 66.7 
G13 2.40 LNG 468 2400 100 
G14 3.70 LNG 702 2400 66.7 
G15 5.00 LNG 936 2400 50 
G16 3.40 LNG 585 2400 80 
G17 2.40 LNG 468 2400 100 
G18 2.43 LNG 468 2400 100 
G19 2.88 LNG 585 2400 80 
G20 1.05 Hydro - - - 
G21 1.00 Hydro - - - 
G22 0.90 Hydro - - - 
G23 0.68 Hydro - - - 
G24 1.20 Hydro - - - 
G25 7.11 Nuclear - - - 
G26 1.60 Hydro - - - 
G27 2.15 Hydro - - - 
G28 2.50 Hydro - - - 
G29 5.00 LNG 936 2400 50 
G30 2.00 LNG 351 2400 133.3 
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表 2.2 PSOパラメータ 
ω c1 c2 M m 
0.6 2 2 200 25 

 
2.2.2風速の出現率分布と風力発電出力 
 平均風速を 6m/s ，各地点間の風速が完全相関と設定すると，系統内の風速の
出現率分布は図 2.4のようになる。地域内の風力発電機出力合計値の出力分布は
図 2.5のようになった。この時の合計値の分布の期待値は 1.27GW となった。 
以上の条件により数値計算を行った結果を次節に示す。 

 

 

図 2.4 風速出現分布 

 

図 2.5 風力発電機出力分布 
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2.3数値計算結果 
2.3.1 ELD 計算結果および N-1基準違反確率の評価 
 従来の ELD計算結果を図 2.6に示す。総燃料費コストは 58131千円であった。
図 3.5 において，Tohoku Areaの発電機が出力が 0であるのはエリア内の発電機
の燃料費コストが高い経済性の面と，連系線付近に大きな潮流が発生し熱容量

制約を違反しやすくなる制約面の双方が原因と考えられる。図 2.6の火力発電機
出力結果に対し，風力発電機の確率的変動及び，送電線事故ケース 67件（地域
関連系線を除く）を考慮し，モンテカルロ法にて熱容量制約をサンプル数をパ

ラメータとして制約違反確率を計算した結果を図 2.7に示す。熱容量制約違反が
発生するブランチは 2105-2106 ノード間事故時の 2105-2106，3201-3202 ノー
ド事故時の 3201-3202 の 2 箇所であった。なお，計算時間は PSO による ELD
算出に約 30[sec]，その後モンテカルロ法による違反確率の算出に約 60[sec]の
合計約 90[sec]であった。 
 また，事故時の熱容量制約違反が発生した線路の電力潮流をFig.6およびFig.7
に示す。図 2.7 では風力発電機出力の変動による潮流変動が大きく，違反した
と考えられる。また，図 2.8に示した 3201-3202ノード間の制約違反確率は，
G12は 3201-3202に連系していること，風力発電がこの地域内で連系されてい
ないことから LFC制御が原因と考えられる。 
 

 
図 2.6 ELD計算結果                      
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2.4 計算結果のまとめ 
 本章では，文献（4）で提案された確率的系統運用手法が大規模な電力系統

においても有効かどうかを検証するために EAST30 モデルに適用し，数値計算
を実施した。計算結果では，新しい潮流制約を設定し，再度経済負荷配分を実

施することで LFC 制御に起因する制約違反確率を許容値以下にすることを実現
でき，確率的経済負荷配分手法は有効であったと考えられる。数値計算を通じ

て得られた課題として以下の 3点が挙げられる。 
 
・本章では簡単のためエリア内の風速はどの地点においても完全相関であると

想定したが，実際には地点間の相関性はある程度存在すると考えられる。今後

は地点間の相関性を考慮した解析を検討することが課題としてあげられる。 
・本論文でテストケースとして用いた EAST30 モデルは放射状系統に近く，
ループ潮流発生個所が少なく，熱容量制約のみで経済負荷配分を実行したとし

ても潮流制約違反が発生しにくい。今後はループ潮流がしやすい他の送電系統

モデルでの検討を行う必要がある。 
 
・本論文では，N-1 基準制約違反確率が制約条件として考慮せずに ELD 計算

を行ったため，適切な運用制約を設定できなければ経済負荷配分の再計算を繰

り返し行う必要があり，計算負荷がさらに増大する。故に，今後は経済負荷配

分の計算時に違反確率を制約条件として考慮する手法が求められる。しかし，

モンテカルロ法に基づいて確率を算出する手法では膨大な計算負荷が生じるた

め，現実的ではない。従って，今後は確率的変動を解析ベースで扱い，確率的

経済運用手法の効率化を検討する。  
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第 3章 市場メカニズムに基づく需給制
御手法 
 電力システム改革の一環として，卸電力市場に新たな取引市場を新設の検討

など市場の活性化に向けた取り組みがなされている[5]，[6]。特に時間前市場やリ

アルタイム市場など実需給に近い領域での取引が新設されることで卸売電力市

場でより経済性の高い電源調達の実現が期待できる。本論文では，このような

背景から将来需給制御における市場のシェアが大部分を占めたと想定すると，

序論および第 3章で述べたように再生可能エネルギーの変動を考慮したうえで
N-1基準を満たす運用を実現する必要があると考えられる。そこで，本章では，
比較的長周期の負荷変動を対象とした確率的経済負荷配分手法をベースとした

市場モデルを構築し，市場メカニズムによる需給制御手法を検討する。 
 
3.1市場モデルの概要 
 本論文で構築するモデルでは，長周期成分を対象とした取引について検討す

る。以下に留意してモデルを構築していく。 
 
 N-1基準のうち熱容量制約を対象とする。 
 N-1基準制約のうち熱容量制約を確定論的な制約としてではなく確率論的

な視点に基づいて決定される安定制約として扱う。 
 市場参加者の社会余剰（生産余剰と消費余剰の）の和を最大化するよう市場

運用者は約定量および約定価格を決定する。 
 約定時に N-1基準制約違反確率寄与するものについては社会余剰の減少量

の最小化を考慮しつつ取引の制限を実施する（再約定の実施） 
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3.2市場参加者の入札行動 
 市場の運用者は市場参加する消費者，発電事業者の社会余剰が最大化するよ

うに取引量および価格を決定するものとした。以下に各参加者の入札行動を示

す。 
 
3.2.1消費者の入札行動 
 各消費者が自らの限界効用曲線をもとに入札を行うと想定する。電力を消費

し得られる効用を式（3.1）のように二次関数に近似する[48]と，各消費者の限界

効用関数は図 3.1(a)のように線形になり，式（3.2）で示すことができる。 

    djdjdjdjdjgij qqqU  
2

 .................................................................. （3.1） 

    djdjdjdjj qqMU   2   ....................................................................（3.2） 

ただし， 
 MUj：消費者 jの限界効用関数 
 Uj：消費者 jの効用関数 
 qdj：消費者 jの買い入札量 

  
3.2.2発電事業者および風力発電事業者の入札行動 
 消費者と同様に式(3.3)のように燃料費関数を二次関数に近似する[48]と，入札

曲線と想定する限界費用曲線は図 3.1(b)に示すようになり，式(3.4)となる。 

     gigigigigigii qqqC  
2

 ....................................................................（3.3） 

    gigigigii qqMC   2  .........................................................................（3.4） 

ただし， 
 MCi：発電事業者 iの限界費用関数 
 Ci：発電事業者の燃料費関数 
 ｓ：発電事業者 iの売り入札量 

 
 一方で，風力発電事業者の入札行動については再生可能エネルギーが優先的

に取引されると想定し，本論文では全量を約定させるため，価格 0で入札する
とした。また，その入札量については出力変動による需給アンバランスへの影

響が最も少なくなるように風力発電出力の期待値で入札を行うものとした。 
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［提案手法による約定］ 
・目的関数 
         

ND

j
djj

NG

i
gii qUqC max    ....................................................（3.6） 

 ・制約条件 
（潮流方程式） 

    ),2,1(0][
)!(1

Nn
x

qqPE
N

nkk nk

kn
dngnWTn 


 




  ..........................（3.7） 

（需給制約） 

    
WT

n

GD N

n
WT

N

i
gi

N

j
dj Pqq ...................................................................... （3.8） 

（潮流制約） 

 
1

max
1

max






N

ij

jiN Pflow
x

Pflow


 ………………………………………（3.9） 

(容量制約) 

  
iggi qq

max
0  ， jddj qq max0  …………………………………………（3.10） 

3.3.2 約定価格の算出 
 図 3.2の場合は供給曲線と需要曲線の交点が存在する場合であるが，式（3.7）
～（3.10）の制約条件によっては 2曲線の交点が存在しない場合がある。この
ような場合，図 3.3のように価格が変化してもより社会余剰が変化しないため，
価格が一意に定まらない。シングルプライスオークションを実施する場合には

別途価格を決定する必要がある。本論文では消費者の余剰が最大限になるよう

式（3.11）のように約定時の限界費用がもっとも高い発電事業者を約定価格と
した。 

      *0m a x* QQQPp ggg    …………………………………（3.11） 
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表 3.2 各地点の風速の相関関係 
  node13 node14 node11 
node13 1 0.7 0.6 
node14 0.7 1 0.9 
node11 0.6 0.9 1 

 
表 3.3 限界費用の係数[50] 

 
Node 

αg 
[100$/100MWh2] 

βg 
[100$/100MWh] 

supplier1 30 0.8 30 
supplier2 31 0.7 35.99 
supplier3 32 0.7 35.45 
supplier4 33 0.8 34.94 
supplier5 34 0.8 35.94 
supplier6 35 0.8 34.8 
supplier7 36 1 34.4 
supplier8 37 0.8 35.68 
supplier9 38 0.8 33.36 

supplier10 0 0.6 34 
 

表 3.4 限界効用関数の係数 

 
Node 

αd 
[100＄/100MWh2] 

βd 
[100＄/100MWh] 

consumer 1 3 -0.8 42.58 
consumer 2 4 -0.7 43.5 
consumer 3 7 -0.6 41.4 
consumer 4 8 -0.6 43.13 
consumer 5 15 -0.8 42.56 
consumer 6 16 -0.7 42.31 
consumer 7 18 -0.6 40.95 
consumer 8 20 -0.8 45.44 
consumer 9 21 -0.7 41.92 

consumer 10 23 -0.7 41.73 
consumer 11 24 -0.6 41.85 
consumer 12 25 -0.6 41.34 
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consumer 13 26 -0.7 40.97 
consumer 14 27 -0.7 41.97 
consumer 15 28 -0.8 41.65 
consumer 16 29 -0.7 41.98 

 
3.4.2数値計算結果 
a）約定結果の評価 
 図 3.6に発電事業者の約定量を，図 3.7に消費者の約定量を示す。また，この
時の社会余剰は 456775.2 $/h，約定価格は 39.736$/MWhであった。さらにこの
約定時の潮流分布を図 3.8に示す。この約定時の状態に対して N-1基準制約違
反確率の評価を行った結果，制約を違反した線路は線路 5-6のみであり，N-1事
故時の潮流分布を図 3.9に示す。 

 

図 3.7 Clearing Power of Each Supplier 

 

図 3.8 Clearing Power of Each Consumer 

0

200

400

600

800

1000

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10
Supplier number

C
le

ar
in

g 
Po

w
er

[M
W

h]
 

0

200

400

600

800

1000

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10111213141516

C
le

ar
in

g 
Po

w
er

[M
W

h]
 

Consumer  number







84 
 

3.5 まとめと今後の課題 
 本章では，比較的長周期の負荷変動を対象とした確率的経済負荷配分手法を

ベースとした市場モデルを構築し，市場メカニズムによる需給制御手法を検討

した。数値計算例を通じて， 提案手法により N-1基準制約違反確率発生時にお
いて，違反確率の増加に寄与した取引を制限しつつ，他の取引を促すことで，

潮流制御による社会余剰の減少を最小限にとどめる約定が行われたことからそ

の有効性が示された。なお，潮流混雑の解消に当たって現実的には市場分断方

式や LMP(Location Marginal Price: 地点別価格)方式が採用される。シングルプ
ライスによる解消ではリスクの解消為のコスト負担を約定量に基づいて一律に

求めるため不公平になる場合があるが，市場分断方式や LMP方式ではこれらの
負担をより公平的に配分されると考えられる。特に LMP方式の考えを活用した
ノーダルプライスによる再約定する場合では，限界費用および制約のコストも

評価[51]～[52]することが可能であるため，より潮流リスクを解消する上で公平な負

担を実現できると考えられる。 
 課題としては潮流制御と市場運用について以下が挙げられる。 
 
［潮流制御］ 
 風力発電の出力変動時において，たとえば出力が入札量よりも増加すること

を抑制することができれば N-1基準制約違反確率を抑えることができると考え
られる。その結果，制限対象となる取引を減らすことができるため，より社会

余剰が大きくなると考えられる。したがって，短時間変動に対する風力発電の

出力抑制制御の有効性や，経済的なインセンティブ付与の検討が課題となる。 
［市場の運用面］ 
 本論文ではシングルプライスにて約定価格の算出を行ったが，線路制約違反

があった場合，まとめに述べたように現実的には地点別価格の採用や市場の分

断処理が行われている。したがって，N-1基準制約確率の許容値を超えた場合に
は，違反リスクを考慮したより現実的な市場の運用も考慮し制約違反の解消を

行うことで，潮流リスク解消にかかるコスト負担をより公平にする手法を検討

する必要がある。 
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結論 
 本論文では，再生可能エネルギーが大量導入された際に懸念される配電系統

内の電圧上昇問題，さらに送電系統における N-1基準制約に基づく運用につい
て，確率論的アプローチに基づいて運用手法の高度化を検討した。 
 前者については高圧系統で用いられている既存の区分開閉器を，電圧・電流・

力率が測定可能なセンサ付区分開閉器（SSS: Section Switchgear with Sensor）
に更新することが進められていることに注目し，LRT 等のタップ切替判断に活
用できるよう，その計測情報を活用した PCS無効電力制御状態の推定手法を提
案した。一般に，SSSの数と比べて推定対象である PCSの数は極めて多く，全
ての PCSの制御状態を一意に推定することは難しい。しかし LRT のタップ切
替の制御判断を考える際には，タップ制御により PCSの無効電力制御量を低減
できるかどうかの判断が重要であり，必ずしも精緻な推定は必要とはならない。

そこで本論文では LRT のタップ切替位置を適切に調整するために，PCSの無効
電力制御量の“確率分布”の推定手法を検討した。具体的には，高圧系統の電圧変
動や低圧系統の負荷変動に対する PCSの無効電力制御動作を定式化し，これを
潮流計算に組み込んで擬似逆行列で求解する手続きを繰り返すことで，モンテ

カルロ法による確率分布の導出を行った。本論文において計算精度を SSSの計
測値と比較することで評価したが，数値計算を通じて擬似逆行列の導入するこ

とで推定精度の向上を確認した。また，PCSの制御が LRT 等のタップ制御より
も先に動作すると想定することで，PV有効電力出力抑制のリスクの存在を評価
することができ，統計的な観点から，出力抑制低減などを目的とした協調制御

の実現に寄与することを示した。 
一方で後者については，再生可能エネルギーの「出力の不確実性」と「系統事

故の発生」双方を考慮した需給制御手法を検討した。具体的には，まず，これ

まで提案されてきた確率的経済負荷配分手法に対してより大規模な系統モデル

においての有効性の検討を行い，次に市場メカニズムによる需給制御モデルの

構築を行った。両手法において数値計算を実施することで，燃料費の増加や社

会余剰の減少量の最小化を実現しつつ，風力発電出力変動による N-1 基準制約
違反リスクの制御を実現しその有効性を示した。 
 終わりに本論文では全体を通して確率的な視点に基づいて配電系統，送電系

統それぞれの運用手法の高度化を目的に新たな手法を検討した。今後の電力の

全面自由化，再生可能エネルギーのさらなる導入等，不確実な要素の増加が見

込まれる中で，よりリスクを最小限に抑えるための系統運用が求められると考

えている。 
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付録 A PCSの電圧上昇抑制機能［14］～［15］  
 逆潮流により系統内電圧が適正電圧値を超えることを避けるために，太陽光

発電システムでは，PCS に電圧上昇抑制機能を持たせている。この機能は後述

する進相無効電力制御と出力制御の 2 種類の制御によって構成され，図 A.1 の
フロー図によって制御がなされる。本論文では電圧上昇抑制機能を有する PCS
が容量に関係なく広く普及していると想定し推定対象とした。 
A.1 進相無効電力制御  
 系統に連系する PCS は，系統電圧と出力電流の位相を同相とし，常時は力率
1 で運転している。自端電圧が上昇し進相無効電力制御の設定電圧以上になる

と，力率 1 の制御を解除し，インバータの電流位相を系統電圧より進める。そ
れに伴い系統側から流入する電流が遅れ電流となり，配電線路インピーダンス

との作用により連系点の電圧を下げる方向に作用する。 
A.1.2 出力制御 
 進相無効電力制御による電圧制御が限界に達し，それでも系統電圧が上昇する
場合には，太陽光発電システムの出力そのものを制限して連系点の電圧の上昇

を防止するように動作する[27]。 
 

 
図 A.1電圧上昇抑制制御のフロー図[14] 
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(c) LVS5a 内の無効電力制御量 
図 B.2 各低圧系統内の無効電力制御量 

 

(a)LVS1a内の出力抑制量    (b)LVS3a内の出力抑制量 

 
 (b)LVS5a内の出力抑制量 

図 B.3 各低圧系統内の有効電力出力抑制量 
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(a) LVS1a における有効電力出力  (b) LVS3a における有効電力出力 

 

 

(c) LVS5a における有効電力出力 
図 B.4 各低圧系統内の無効電力制御後の有効電力出力 
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付録 C 集約した低圧系統の負荷変動 
 需要家 1件ずつの負荷変動は不規則であり，確率モデルの作成は困難だと考
えられるが，ある程度の数が集約された場合，負荷変動の急峻な成分がならさ

れ特定の確率密度関数に近似可能になると考えられる。本論文では集約された

負荷が正規分布に従うと想定したが，本章では NEDOプロジェクトで得られた

データ[57][58]の一部を活用し想定の妥当性を検証した。同事業は群馬県太田市 Pal 
Town城西の杜にて PVシステムが導入された住宅について消費電力と PV出力
を計測したデータを一般公開している[51][52]。同データでは 2004年 2月 2日か
ら 2008年 2月 19にまでの期間において 1秒毎のデータを，553軒分保存され
ている。本論文での負荷変動は 1時間の間にどれだけ負荷が変動するかをモデ
ル化するため，負荷データのうち．2007年 5月 10日の 12時～13時の負荷デ
ータ 3600個，地点数 100までの集約し変動分布の形状について評価を行った。 
 図 C.1 に集約した負荷の頻度分布を示す。集約される負荷の数が大きくなる
ほど変動分布の谷間が減少し，数値計算例と同等のピーク負荷容量となる 100
軒分を集約した場合は，正規分布の形状に近づくことが分かり，負荷変動を正

規分布に仮定することはある程度妥当であると考えられる。しかし負荷変動の

パラメータ，特に標準偏差については数値計算で想定した期待値の 30%より小
さくなっている。しかし，第一部の図 3.9の日負荷曲線の各点において，正規分
布になるかを検証するには多くの解析，また，554軒の住宅データからの膨大な
組み合わせが必要となるため，本論文では負荷変動の確率密度分布を詳細には

決めず，形状を正規分布と仮定し，期待値を日負荷曲線，標準偏差を期待値の

30%に決定した。 
 

 
(a)10軒分     (b) 20軒分 
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(c) 50軒分     (d) 100軒分 

図 C.1 負荷の集合化と頻度分布 
 

 
図.C.2 集約した住宅数とピーク負荷の関係 
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付録 D 擬似逆行列による連立方程式の解法[53] 
  本論文では，第一部 3章で述べたようにセンサ付区分開閉器の計測情報を潮
流方程式を導出し，潮流計算を行うことを検討した。センサの計測情報を追加

した場合，条件式が未知数より多くなり，通常の逆行列計算にて解くことはで

きないため，本論文では擬似逆行列を活用した。本付録では擬似逆行列二関し

ての概要を示す。 
 擬似逆行列とは未知数の数(n)≠条件の数(m)である場合に近似的に連立一次方
程式を解く手法の一つである。具体的には式 1 で示される連立１次方程式に対
して式 2 のように誤差ノルム||Ax-b||を最小化する xを算出するための行列であ
る。 
 

  bAx   .................................................................................................（D.1）  

  bAx       ......................................................................................（D.2）
   

 m>nの場合（図 D.1(a)）はいわゆる最小 2乗法のことであり，両辺に Aの転
置行列をかけて正則の行列（ATA）を作成し，その逆行列を算出することで最適
解 xを求めることができる。 
 m<nの場合（図 D.1(b)）は Aに対し特異値分解（ATAの固有値を扱う問題，
正方行列の対角化に対応する）を施すことで誤差ノルムを最小化する最適解 xを
求める。 
 本論文では条件式の方が変数よりも多いため m>nの場合に該当する。解法と
しては式（3.20）の両辺に左から JT を掛け，生成される連立方程式は正則の正
方行列となるため，式（3 .21）を解くことで修正量ベクトルを算出することが
できる。 
 

   

(a) 未知数(m)＜条件の数(n)   (b) 未知数(m)＞条件の数(n) 
図 D.1 擬似逆行列を適用する連立方程式  

 

＝ ＝
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付録 E風力発電機の発電電力と確率モデル 
E.1出力曲線[54] 
 風車の出力曲線は，図 E.1のようにカットイン風速（風車が運転を始める風
速）と定格容量との関係にほぼ従う。風車の出力は，通常，おのおのの風車の

設計によって 12～16m/sの間で定格容量に達する。定格を超える風速では，最
大発電電力は制限される。言い換えると，得られる風のエネルギーの一部を「取

りこぼす」ことと成る。出力制御は，ピッチ制御か，ストール制御により行う

ことができる。したがって風車は，上限をカットアウト風速とするある風速の

幅において，最大電力を出力する。カットアウト風速とは，風車が発電を停止

し主風向からフェザーリングさせる風速である。典型的なカットアウト風速は

20～25m/sの範囲である。本論文においては定格出力に到達する 
 

 
図 E.1 カットアウト風速が 25m/s の 

1500kW ピッチ制御風車の典型的な出力曲線 
（破線はヒステリシス効果を示す）[54] 

 

E.2風速出現率分布 
  本論文においては比較的長周期の風力発電の出力変動を対象とした需給制
御について検討を行う。このような周期を対象とした風力発電の確率モデルと

して式 C.1で示されるWeibull分布が用いることができる[54]。Weibull分布では
その分布の期待値が平均値と等しく尺度定数と形状定数の 2つがパラメータと
なっており，本論文では風速の分布に良く使われているレイリー分布（k=2,c=


V2 ）を用いた。 
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ここで， 
 V 平均風速： 
  Vf ：風速 Vの出現確率 
 c：尺度定数 
 k：形状定数 
  

E.3 複数地点間の相関関係の確率モデル 
 式 E.1は 1地点における風速の出現率分布であるが，複数地点に風力発電が
導入されている場合，各地点の風速はに互いに相関関係があるため[55]~[56]，式

E.2の確率モデルを適用する際には各地点の相関性を考慮する必要がある。しか
し，weibull分布のような複雑な分布では確率密度分布関数を導出することは難
しい。そこで，近似的に精度良く複数地点間の相関性を考慮した確率密度分布

を作成するために正規分布に基づく結合分布関数（コピュラ）を用いた手法が

提案されている[57]~[59]。本論文においても風速の相関性を考慮するために同手法

を用いた。 
同手法の詳細は付録 Fに示す通りである。 
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付録 F正規乱数の生成手法［60］[61] 
 第一部では，負荷変動を正規乱数で，第二章では相関関係にある地点毎の風速
を Copula を用いて生成している。本章では両者を作成する上で基礎となる正規
乱数の生成技術にを述べる。 
F.1 単一の正規乱数の生成方法 
 本節では平均値 0，標準偏差 1の正規分布である式 F.1に従う乱数を生成する
場合を例として生成する手法を述べる。 

     









2
e x p

2
1 2zzf


  ................................................................（F.1） 

 正規乱数の生成手法としてはボックスミューラー法が良く用いられてる[52]。

以下に手順を示す。 
 
［手順 1］2つの一様乱数 μ1, μ2をを生成する。ただし，0<μ1, μ2<1とする。 
［手順 2］以下の式に従い，μ1,μ2 を変換することで，正規分布に従う乱数を生

成することが出来る。 
 

   211 2coslog2 ez    ........................................(F.2)  

 
F.2 相関のある正規乱数の生成方法（多変量正規乱数の生成方法） 
F.2.1 コレスキー分解に基づく乱数の生成方法 
 k 個の変数を持つ正規分布（k 変量正規分布）は共分散行列 Σ を用いて f.3 式
で表すことができる。 
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 前節と同様に平均値 0，分散 1 を持つ，かつ，互いに相関な乱数の集合 Y を
対象とする。式 F.1 に従う正規乱数 Z を，以下の式 F.4 のよって変換すること
で算出することができる。なお，C 行列は式(F.5)に示されているように共分散
行列を式（F.6）~（F.9）に基づきコレスキー分解（もしくは固有値分解）する
ことで得られる。この共分散行列は平均値 0，分散 1の集合を対象とすると相関
係数行列と等しくなる。この操作で得られる行列に対し，式（F.10）のように
対象とする負荷の確率密度分布の平均値および標準偏差を与え変換することで，

負荷の相関性を考慮した負荷変動の分布が得られる。 
 

  































































kkkkk

k

k

k z

z
z

ccc

ccc
ccc

CZ

y

y
y












2

1

21

22221

11211

2

1

................ .....................(F.4) 









"
'

CC
CC

T  .......................................... ......................................... (F.5) 

  2
1

1111


  iic  （i=1,2,…,k）…(F.6) 

2
1

1

1

2













 





i

l
iliiii cc 

（i=2,3,…,k）…(F.7) 

jj

i

l
jlilij

ij c

cc

c






















1

1



（1<j<i≦k）…(F.8) 

0ijc （i<j≦k） (F.9) 
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F.2.2 スペクトル分解に基づく乱数生成手法[62] 
 コレスキー分解を適用する場合，共分散行列（もしくは相関係数行列）が正

定値行列（固有値が全て正の値（0を含まない））である必要がある。なお，共
分散行列が正定値行列ではない場合，文献（62）では，コレスキー分解によら
ず，C行列を計算する手法が紹介されている。以下にその詳細を述べる。 
 
 手順 1：共分散行列の固有値を算出し，式（F.11）を満たすよう，固有ベク
トルで構成される行列 S を算出する。なお，は対角成分にΣの固有値を持つ

行列である。 

    SS   .............................................................................（F.11） 

 手順 2：式（F.11）に対して両辺に右側から S-1 をかけ合わせることで，共分
散行列は式（F12）のように分解することができる。従って，Cは式（F.13）に
よって算出することができる。  

  SS  1
.............................................................. .....................（F.12） 

TSC 1  ......................................... .......................................... （F.13） 

ただし， 

TT   

 手順 3：算出された C 行列と F.2.1に従い，乱数を生成する。なお，固有値に
負の成分があった場合は，該当するの成分を 0 とした ' および ' を算出し，
近似的な C 行列の算出し，乱数を生成する。 
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付録 G JNT（Joint Normal Transform Method）法による相関のある風速変動
の生成［62］ 
 本章では，相関のある風速変動の生成手法として，Copula と呼ばれる手法の
うち，正規分布の累積密度関数に基づいた JNT 手法による風速変動の生成手法
を述べる。 
 
G.1 累積密度分布を用いた一様乱数による周辺分布の生成 
 前章ではボックスミューラー法によって正規乱数を発生させたが，累積密度

分布(cdf : cumulative distribution function)を用いて周辺分布を得ることもできる。
f(x)の cdf である Fx（X）をそに対して，式 G.1によって一様乱数 Uを用いて f(x)
に従う乱数 Xを生成することができる。 

       XFUUFX XX  1  ...............................................................（G.1） 

 
G.2 Copula 
G2.1概要 
  Copula とは 1 次元周辺分布を合成（join），もしくは組み合わせた(couple)
して得られる多変量周辺分布である。言い換えれば，Copulaとは，［0,1］区間
からなる 1次元周辺分布分を持つ多次元分布であるともいえる。Copulaの例と
して，累積密度分布 FX,FYに従う，変数 X,Yについて考える。この場合，両関
数の Copulaは下記のように表すことが出来る。 

         yFxFCyxF YXYX ,,   ..........................................................（G.2） 

なお，FX,FYが連続的な関数の場合，Cは一意に定まる。 
 ここで，式（G.1）にあるように 2 つの一様乱数 VvUu  , に基づいて，

   yFvxFu YX  , とすると，式（G.2）は式（G.3）となる。 

        vFuFCyxF YXYX
11 ,,   ...................................................（G.3） 

この式（G.3）はそれぞれの多変量分布関数から，Copula 関数を算出するため
に用いられる。 
 
G2.2 Copulaによる相関な乱数生成手法 
 乱数の生成手法としては，式 G.1 を正規分布などの特定の累積密度分布の合
成関数に対応させ，図 F.1のような手順で行われる。これは，FXYの確率密度関

数の Copula関数が既知でない場合，特に，本論文のようにワイブル分布のよう
に複雑な関数である場合は，Copula関数を得ることが困難なためである。 
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付録 H確率的経済負荷配分手法 [4] 
H.1 N-1基準違反確率の算出（リスク評価） 
H.1.1風力発電機出力変動時の潮流分布の算出 (図 H.1 (a)) 
 手順を図 H.1 に示す。まず，風力発電機出力が予測値よりも変動した場合，
需給アンバランスが生じる。需給アンバランスが生じた場合，系統周波数を一

定値以内に維持するために，系統内の出力可能な発電機を制御する必要がある。

風力発電機出力の変動成分に応じて，約 20~30 分以上の変動成分は負荷周波数
制御（LFC : Load Frequency Control）によって需給制御が行われる。文献（４）
では簡単のため過渡的な状態は考慮せず定常状態における各発電機出力および

潮流分布のみを対象とするため，LFCによる発電機の調整量は式（H.1）,（H.2）
で模擬した。以上の想定のもと風力発電機出力の変動を確率的に与えることで，

各線路潮流の確率密度分布を算出することができる。 
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,Δ  ............................................................................. （H.1） 

  
WT

i

N

i
WTWTi PPUB .................................................................................（H.2） 

ただし， 
    UB :需給アンバランス 

ΔPLFC,i：発電事業者 iの LFC出力 
SPGi: 発電機事業者 iの LFC容量 
 

H.1.2  N-1事故時の潮流分布および制約違反確率の算出 (図 H.1(b)) 
 本論文では，N-1基準における想定事故は，変圧器故障および電源脱落は想定
せず，送電線 1回線 3相地絡事故のみを想定する。この時，事故ケース lでの潮
流量は事故ケース毎の潮流変化量を用いて以下の式（H.3）により算出できる。
なお，事故時の潮流に風力発電機出力の変動を考慮した場合でも式 H.3 と同様
に潮流変化分シフトする。 

ljflowk
N

jflowk
lN

jkflow PPP ,
)(),1(






    ...........................................................（H.3） 

ただし， 
  Pflowk-j

(N-1),： 事故ケース lのノード k-j間の潮流量 
  Pflowk-j

(N-1)：ノード k-j間の潮流量 
ΔPflowk-j,l   ：事故ケース lのノード k-j間の潮流変化量 
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以上のように算出された，事故時線路潮流の確率密度分布に対し，次式のよう

に熱容量制約と比較することで事故時の N-1基準制約違反確率を算出する。 

)(
,lim jkittmflowjflowkjk PPPDF


  ..................................................（H.4） 

ただし，  
αk-j： 線路 k-jでの熱容量制約違反確率 

H.2  安定制約の設定（図 H.1 (c)）  
制約違反確率の許容値を線路毎に系統運用者が設定するとし，ある線路が許容

値を越えた場合，本研究では式（H.5）の潮流制約を更新し，線路違反確率が許
容値以下になるように再度約定処理を行う。線路制約の更新は，線路潮流の確

率密度分布は再度の約定処理前後においてその形状は変化しないと想定のも

と，以下の式（H.5）によって更新する。この時，線路の潮流を制限した場合制
約違反確率が解消されるが同時に図 H.2 のように他の線路では潮流量が増加
し，違反確率の増加が懸念される。ゆえに式(H.5)に加えて違反確率が許容値以
下の線路に対しても，その増加を許容値以内にするために式（H.6）のように設
定する。その後，式（H.5）と式（H.6）を用いて再度経済負荷配分を実施し，
制約違反を解消する。 

a)   jk  

   jktmflowjkflowjflowkrenewedjkflow PPPP   lim,,lim,,max, .................... （H.5） 

b)   jk  

 

 jkflowjktmflowjflowkrenewedjkflow PPPP   lim,lim,,,max,  ....................(H.6） 

ただし， 
  Pflowmax,k-j,renewed：線路 k-j間の潮流制約値（更新値） 
  Pflow,tm,litmitk-：：線路 k-j間の熱容量制約値 

 jflowkP  ：線路 k-j間の潮流量（期待値） 

  ： 熱容量制約違反確率の許容値 

 Pflowlim,k-j ：線路潮流量の許容値( jk ＝  となる潮流量) 
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付録 I粒子群最適化手法 Particle Swarm Optimization）[65] 
I.1概要 
 Particle Swarm Optimization ( PSO )は単純化された社会モデルのシミュレー
ションを通じて 1995 年に J.Kennedy と R.Eberhart により開発された発見的最
適化手法(メタヒューリスティクス)の一つである。"Particle Swarm"は，速度の
概念をもつ探索点を表現した「Particle （微小粒子）」と，人工生命の研究にお
ける Swarm Intelligence で用いられている「Swarm （群れ）」とを合わせて作
られた言葉である。 
 PSO の全体的な概念は，鳥の群れが餌を探す行動研究によって導かれた「情

報を群れ全体で共有している」という仮定に基づいている。すなわち，群を構

成する個体が独立に行動するのではなく，群を構成する個体の個別情報と，群

全体の共通情報を組み合わせ，一定の規則に従って行動するという概念である。 
 最適化アルゴリズムとしての PSOの特徴は，①探索点が複数個体存在する多

点探索アルゴリズムであること，②多点間で互いに最良解に関する情報を共有

し，それに基づいて解空間を探索する，ことがあげられる。また非常に簡単な

アルゴリズムで構成され，基本的な算術演算しか用いていない点も特徴として

あげられる。具体的には図 I.1に示すように現在地ｘに対して，これまで自分が
探索してきた最良解と群としての最良解に近づくよう速度ベクトルを決定し，

移動することで解空間の探索を行い最適解の算出を検討している。 
 これまでの PSOに関する解析的・数値実験的研究を通じて，多峰性の大域的

最適化問題の最適解もしくは準最適解を実用的な計算時間内に求めることが可

能なことが明らかにされてきた。さらに PSOは，ニューラルネットの学習アル

ゴリズムへの適用，電力システムの電圧無効電力制御への適用，制御系設計問

題への適用をはじめ，さまざまな問題に対してその有効性が確認されており，

将来の発展が期待されている。 
 
I.2アルゴリズム 
 PSO は，もともとは二次元空間上で群れの動きをシミュレーションする過程

から開発された手法であるが，最適化手法としての PSOは多次元空間に拡張す

ることができる。n 次元空間における一つの Particle(探索点)の位置は n 次元ベ
クトルによって式は以下のようにあらわすことができる。 

    inijiii xxxxx ,,,,, 21   ............. ....................................(I.1) 

ここで，iは Particle の番号であり，xijは i 番目の Particleの位置ベクトルの j次
元成分を意味する。また，各 Particleは位置ベクトルのほかに式 であらわされ

る移動ベクトルも持っている。 
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<Step 2>vi,xiの更新 
 下式に基づき，速度ベクトル vを更新し，位置ベクトル xを更新する。 

)x-(gbest*()rand*c)x-(pbest*()rand*c* k
ij

k
jij22

k
ij

k
ijij11

k
ij

1


 vv k
ij 

............. .................................... (I.6) 
ただし， 

11 


k
ij

k
ij

k
ij vxx  mi ,,2,1  , nj ,,2,1   

<Step 3 > pbestiと gbestの更新 
 位置ベクトル xijに対して，これまでに探索してきた最良解よりも評価値が良
かった場合，式（I.7），式（I.8）によって pbestiを更新する。さらにこれまで
群の中での最適解よりも良い評価値が得られた場合，式（I.9）によって gbest
を更新する。 

 Iixpbest k
i

k
i 

 11
............. .................................... .............（I.7） 

 Iipbestpbest k
i

k
i 
1

............. ................................................... （I.8） 

11 


k
i

k
i g

pbestgbest .................................................................. （I.9） 

ただし， 

    mipbestfxfiI k
i

k
i ,,2,1,1




 ,  1minarg 


k
ig pbestfi   

.. ......................................（I.10） 
＜Step 4＞終了判定 
 k=Tmaxならば終了。さまなければ k=k+1として Step2へ行く。 
 
I.3 経済負荷配分問題への適用 
 本論文での経済負荷配分において適用する場合，制約違反の評価をペナルテ

ィとして式（I.11）で評価した。この式に燃料費に加え，目的関数を最小化する
よう，火力発電機出力を調整することで最適解の算出を行った。ゆえに第 2章
では実際には下式の式（I.12）を PSOの目的関数として，変数を発電機の出力

とすることで制約付きの経済負荷配分問題を解いている。 
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